


八千代商工会議所　会頭　周郷　寿雄

　皆様方におかれましては、当所の事業運営につきまして、日頃よりご協力を賜り厚く御

礼申し上げます。

　令和 6 年は新型コロナウイルスからの回復基調が本格化し、経済においては成長が

緩やかに進んでいましたが、エネルギー価格や食料品の値上げが消費者心理を冷やし、消

費の回復には一定の遅れが見られました。また、業種によっては人材不足についても深刻

な状況となっております。それでも物価高対策や地域振興策が一定の効果を上げたほか、

インバウンド需要の回復によって再び活気を取り戻してきていると思います。

　全会員向けアンケート調査については、「経営状況アンケート」として八千代市内事業

所および会員事業所を対象に、人材不足の影響が業種別にどの程度出ているか、また、生

産性向上の取組、事業承継の取組等の調査を行いましたので、一つの指標として皆様の

事業展開の判断に活用いただけることを切に願い、ここに報告させていただきます。

　当所では、今まで以上に会員の皆様へのお力添えが出来る体制を目指して、「経営者の

声に真摯に耳を傾け、サポートする会議所」を令和 7 年度のテーマに掲げ邁進してまい

ります。

　今後も国際情勢の影響を受けた資材・燃料高騰や人材不足など、まだまだ大変な状況下

とは存じます。お困りごとがございましたら商工会議所をご活用下さいますよう宜しく

お願い致します。

ご 挨 拶
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調査概要

⑴調査の目的
　管内事業所の景況感や取組内容等を把握し、効果的な施策の立案に活用することを
目的として実施しました。

⑵調査方法
　A ４のアンケート用紙を作成して各事業所に郵送し、ＦＡＸおよび Googleフォーム
にて回収しました。

⑶調査対象
八千代商工会議所の会員企業1,861社を対象としました。

⑷調査期間
令和６年 12 月22日～令和７年１月24日

⑸回収状況
　1,861件の配布に対して 192 件の回収を行いました。ＦＡＸでの回収は72件、
Google フォームでの回収は120件でした。回収率は10.3％でした。

１
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アンケート結果

⑴回答者の属性
　Q １（従業員数）より、５人以下の小規模事業者が61％と最も多く、次いで31人の事
業者が14％でした。

２

Q１
従 業 員 数 ５人以下 ６人〜10人 11人〜20人 21人〜30人 31人以上 小　　計
回 答 数 118 23 18 7 26 192
パ ー セ ン テ ー ジ 61％ 12％ 9％ 4％ 14％ 100％
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　Q ２（主たる業種）より、サービス業が26％と最多でした。次いで建設業が18％、小売
業が14％、飲食・宿泊業が10％、製造業が６％、理美容業が４％、運輸業が３％、卸売
業が２％でした。その他の業種の内訳は不動産業が最も多く、金融業、医療・介護、士業
などでした。

Q２
主 た る 業 種 サービス業

（娯楽含む） 建 設 業 小 売 業 飲 食 ・
宿 泊 業 製 造 業 理美容業 運 輸 業 卸 売 業 そ の 他 小　　 計

回 答 数 50 34 27 19 12 7 5 4 32 190
パーセンテージ 26％ 18％ 14％ 10％ 6％ 4％ 3％ 2％ 17％ 100％
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　Ｑ３（昨年対比売上高）より、昨年対比売上高100％以上が50％と最も多く、次いで
90％が21％でした。90％以上の合計比率は71％でした。50％および50％以下の合計比
率は７％でした。

Q３
昨 年 対 比 100％以上 90％ 80％ 70％ 60％ 50％ 50％以下 小 計

回 答 数 93 38 23 13 5 4 9 185
パーセンテージ 50％ 21％ 12％ 7％ 3％ 2％ 5％ 100％



6

⑵人材不足の影響について
　Q ４（人材不足の有無）より、人材不足の影響を受けた事業者および影響を受けてい
ない割合はそれぞれ45％と同じ割合でした。

Q４
人 材 不 足 の 影 響 影響した 影響しない わからない 小　　計
回 答 数 87 86 19 192
パ ー セ ン テ ー ジ 45％ 45％ 10％ 100％
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　Ｑ５（人材不足の対策）より、人材採用の取り組みとしては人材募集中が51％、正社員
の採用が26％、非正規社員の募集が18％でした。また、アウトソーシングは 28％でした。
労働条件や環境の見直しとしては賃上げが45％、働き方の多様化が10％、育成の充実が
７％、評価制度の見直しが２％でした。対策できていない割合は16％でした。その他では、
外国人の採用、本部に対して人材増強の依頼などの回答がありました。

Q５
人 材 不 足
の 対 策

人 材
募 集 中

賃 金
引き上げ

ア ウ ト
ソーシング

正 社 員
の 採 用

非 正 規 社
員 の 募 集

働き方の
多 様 化

教 育 の
充 実

評価制度
の見直し そ の 他 対策でき

ていない 標 本 数

回 答 数 44 39 24 23 16 9 6 2 2 14 87
パーセンテージ 51％ 45％ 28％ 26％ 18％ 10％ 7％ 2％ 2％ 16％
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⑶生産性向上・省力化の取組について
　Ｑ６（生産性向上・省力化の対策の有無）より、生産性向上などの対策を実施している
事業者の割合は53％でした。一方で、生産性向上などの対策を実施していない事業者
の割合は29％でした。

Q６
生産性向上・省力化の取組 実施している 実施していない わからない 小　　計

回 答 数 98 53 34 185
パ ー セ ン テ ー ジ 53％ 29％ 18％ 100％
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　Ｑ７（生産性向上・省力化の対策）より、ムリ・ムダの削減が60％と最多でした。次い
で、業務効率化が56％でした。投資が必要になる対策としては、IT 化が38％、設備投資
が22％でした。ヒトに関する対策としては、オペレーションの見直しが14％、人員配置
の変更が13％でした。

Q７
生 産 性 向 上
の 取 り 組 み

ム リ・ ム ダ
の 削 減 業務効率化 I T 化 設 備 投 資 ア ウ ト

ソ ー シング
オペレーション
見 直 し

人 員 配 置
の 変 更 そ の 他 標 本 数

回 答 数 59 55 37 22 20 14 13 1 98
パーセンテージ 60％ 56％ 38％ 22％ 20％ 14％ 13％ 1％
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⑷事業承継について
　Ｑ８（事業承継について）より、取り組み中である事業者が17％、取り組む予定であ
る事業者が20％、事業承継予定のある事業者の合計は 37％でした。事業承継しない事
業者が18％、検討していない事業者が45％、事業承継予定の無い事業者の合計は63％
でした。

Q８
事 業 承 継 取り組み中 取り組む予定 事業承継しない 検討していない 小　　計
回 答 数 32 38 33 84 187
パーセンテージ 17％ 20％ 18％ 45％ 100％
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　Ｑ９（事業承継の進捗状況）より、事業承継について後継者から了承を得ている事業者の
割合が46％、後継者はいるが了承を得ていない割合が16％、後継者のいる割合の合計は
62％でした。専門家に相談している事業者の割合が４％、Ｍ＆Ａを検討している事業者
の割合が３％でした。事業承継の予定はあるが取り組めていない事業者の割合が31％で
した。

Q９
事 業 承 継 の
進 捗 状 況

後継者から了承
を 得 て い る

後継者から了承
を 得 て い な い

専 門 家 に
相 談 し て い る

Ｍ & Ａ を 検 討
し て い る

予定はあるが取
り組めていない 小　計

回 答 数 32 11 3 2 22 70
パーセンテージ 46％ 16％ 4％ 3％ 31％ 100％
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　Q10（事業承継を行わない・検討していない理由）より、事業承継の段階ではないが52％
と最も多く、次いで自分の代で廃業予定が37％でした。候補者がいないが９％、進め方
がわからないが２％でした。

Q10
事 業 承 継
し な い 理 由

承 継 の 段 階
で は な い

自 分 の 代
で 廃 業 予 定 候 補 者 が い な い 進 め 方 が

わ か ら な い 小　計

回 答 数 60 43 10 2 115
パ ー セ ン テ ー ジ 52％ 37％ 9％ 2％ 100％
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⑸経営相談について
　Ｑ11（経営相談の相手）より、経営相談の相手は税理士・会計士が45％と最多でした。
次いで、商工会議所が14％、金融機関が12％でした。専門家としては、社会保険労務
士が９％、民間コンサルタントが８％、中小企業診断士が３％、弁護士が２％でした。
誰にも相談していない事業者の割合は37％でした。

Q11
経営相談の相手 税 理 士・

会 計 士
商 工 会
議 所 金融機関 社会保険

労 務 士
民 間 コ ン
サルタント

中小企業
診 断 士 弁 護 士 市 役 所 そ の 他 相 談して

い な い 標 本 数

回 答 数 87 27 23 17 15 6 3 0 3 71 192
パーセンテージ 45％ 14％ 12％ 9％ 8％ 3％ 2％ 0％ 2％ 37％
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⑹今後の取り組みについて
　Q12（今後予定している取り組み）より、既存事業の拡大が37％と最も多く、次いで
価格転嫁が36％でした。事業拡大の取り組みとしては、新規設備投資が16％、新事業
への転換が10％、展示会等への出展が６％でした。事業縮小の取り組みとしては、事
業撤退が４％でした。取り組み予定が決まっていない事業の割合は17％でした。

Q12
予 定 して い る
取 り 組 み

既存事業
拡 大 価格転嫁 商品等の

見 直 し
新規設備
投 資

新 事 業
への転換

資金調達
（運転資金）

展示会等
への出展 事業撤退 Ｂ Ｃ Ｐ

作 成 そ の 他 な し 標 本 数

回 答 数 71 70 44 31 20 16 11 8 4 4 32 192
パーセンテージ 37％ 36％ 23％ 16％ 10％ 8％ 6％ 4％ 2％ 2％ 17％
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⑺商工会議所への期待と評価
　Ｑ13（商工会議所に期待する支援）より、情報提供が60％と最多でした。次いで、セ
ミナー開催が19％でした。補助金全般と回答した事業が多く、その中では小規模事業
者持続化補助金が12％、IT 導入補助金が８％、事業再構築補助金が６％、省力化補助
金およびものづくり補助金が５％でした。財務会計に関する期待としては、金融支援
が15％、税務相談が12％、記帳相談が６％でした。他企業などとの交流については、
異業種とのマッチングが９％、同業種とのマッチングが７％でした。その他では、小
規模企業のＭ＆Ａ支援などの回答がありました。

記帳相談
事業再構
築 補 助
金 支 援

視察研修 労働保険
関 連

省 力 化
投 資
補 助 金

ものづくり
補 助 金
支 援

事業承継
支 援

展 示 会
出展支援

農 商 工
連携支援

産 学 官
連携支援 そ の 他 な し 標 本 数

12 12 11 10 10 9 5 5 3 2 34 25 192
6％ 6％ 6％ 5％ 5％ 5％ 3％ 3％ 2％ 1％ 18％ 13％

Q13

商工会議所に期待する支援 情報提供 セミナー
開 催 金融支援 税務相談

持 続 化
補 助 金
支 援

異業種の
マッチング

ＩＴ導 入
補 助 金
支 援

専門家の
紹 介

同業種の
マッチング

事業計画
策定支援

回 答 数 116 37 29 23 23 18 15 14 14 13
パ ー セ ン テ ー ジ 60％ 19％ 15％ 12％ 12％ 9％ 8％ 7％ 7％ 7％
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　Ｑ14（ビジネスノートの活用状況）より、ビジネスノートを活用している事業者の割合
が45％でした。一方で、活用していない事業者の割合が55％でした。

Q14
ノ ー ト の 活 用 活用している 活用していない 小　　計
回 答 数 85 106 191
パ ー セ ン テ ー ジ 45％ 55％ 100％
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　Ｑ15の自由回答については以下のとおりでした。お困りのことがございましたら商工会
議所に気兼ねなくお問合せ下さい。

●商工会議所への感謝

●経営コンサルタントを紹介して欲しい

●求人イベントを開催して欲しい

●まちづくりのビジョンが見えない、希望あるまちづくりができる力を養ってほしい

●事業承継支援を重要事項としています

●顧客ニーズに合わせたサービスの提供をお願いします

●お客様のリフォームローン等の窓口がほしい

●後継者の婚活支援をお願いします

●データ記録用としてビジネスノートを使っています
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クロス集計による分析

　アンケートの調査結果をもとに、業種や従業員数などの事業規模の観点から実施してい
る対策や今後予定している取り組み内容についてクロス集計による分析を実施しました。

⑴売上増減について
①業種と売上増減
　昨年度対比売上高が100％以上であった業種は運輸業が80％と最も多く、建設業と
小売業が52％、サービス業が51％と半数を超えました。100％以上と90％を合計した
割合では、卸売業と運輸業が100％、製造業が83％でした。

３

業種と売上増減 Q ３ 昨年対比売上対比
100％以上 90％ 80％ 70％ 60％ 50％ 50％以下 小　計

Q ２
主 た る 業 種

サービス業（娯楽含む） 25 10 7 3 2 1 1 49
51％ 20％ 14％ 6％ 4％ 2％ 2％ 100％

建設業 17 3 4 3 1 2 3 33
52％ 9％ 12％ 9％ 3％ 6％ 9％ 100％

小売業 13 5 4 1 0 0 2 25
52％ 20％ 16％ 4％ 0％ 0％ 8％ 100％

飲食・宿泊業 8 3 2 3 2 0 0 18
44％ 17％ 11％ 17％ 11％ 0％ 0％ 100％

製造業 6 4 1 1 0 0 0 12
50％ 33％ 8％ 8％ 0％ 0％ 0％ 100％

卸売業 1 3 0 0 0 0 0 4
25％ 75％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 100％

理美容業 2 3 1 0 0 0 1 7
29％ 43％ 14％ 0％ 0％ 0％ 14％ 100％

運輸業 4 1 0 0 0 0 0 5
80％ 20％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 100％

その他 17 5 4 2 0 1 2 31
55％ 16％ 13％ 6％ 0％ 3％ 6％ 100％

小計 93 37 23 13 5 4 9 184
51％ 20％ 13％ 7％ 3％ 2％ 5％ 100％
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②従業員数と売上増減
　従業員数別の昨年度対比売上高では、100％以上であった事業規模としては21～30人
が83％と最も多く、31人以上が69％でした。昨年度対比売上高が 50％以下であった事業
規模としては、５人以下が７％と最も多く、６人～10人が５％でした。従業員数の多い
事業者の方が昨年対比売上高は好調である傾向が見受けられました。

従業員数と売上増減
Q ３ 昨年対比売上高

100％以上 90％ 80％ 70％ 60％ 50％ 50％以下 小　計

Q １ 従業員数

５人以下 51 26 15 9 3 3 8 115
44％ 23％ 13％ 8％ 3％ 3％ 7％ 100％

６人〜10人 11 4 3 1 2 0 1 22
50％ 18％ 14％ 5％ 9％ 0％ 5％ 100％

11人〜20人 8 2 4 1 0 1 0 16
50％ 13％ 25％ 6％ 0％ 6％ 0％ 100％

21人〜30人 5 1 0 0 0 0 0 6
83％ 17％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 100％

31人以上 18 5 1 2 0 0 0 26
69％ 19％ 4％ 8％ 0％ 0％ 0％ 100％

小計 93 38 23 13 5 4 9 185
50％ 21％ 12％ 7％ 3％ 2％ 5％ 100％
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⑵人材不足について
①業種別の人材不足の影響
　人材不足の影響を最も受けている業種は運輸業で80％でした。次いで、サービス業
が60％、製造業が58％、建設業が56％と半数を超えました。人材不足の影響が少ない
業種は理美容業が86％、次いで、卸売業が75％でした。

業種と人材不足の影響
Q ４ 人材不足の影響

影響した 影響しない わからない 小　計

Q ２
主 た る 業 種

サービス業（娯楽含む） 30 18 2 50
60％ 36％ 4％ 100％

建設業 19 11 4 34
56％ 32 12％ 100％

小売業 10 14 3 27
37％ 52％ 11％ 100％

飲食・宿泊業 5 11 3 19
26％ 58％ 16％ 100％

製造業 7 5 0 12
58％ 42％ 0％ 100％

卸売業 0 3 1 4
0％ 75％ 25％ 100％

理美容業 0 6 1 7
0％ 86％ 14％ 100％

運輸業 4 0 1 5
80％ 0％ 20％ 100％

その他 10 18 4 32
31％ 56％ 13％ 100％

小計 85 86 19 190
45％ 45％ 10％ 100％
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業種と生産性向上の取組
Q ６ 生産性向上・省力化の取組

実施している 実施していない わからない 小　計

Q ２
主 た る 業 種

サービス業（娯楽含む） 29 15 6 50
58％ 30％ 12％ 100％

建設業 14 10 9 33
42％ 30％ 27％ 100％

小売業 12 11 1 24
50％ 46％ 4％ 100％

飲食・宿泊業 10 5 3 18
56％ 28％ 17％ 100％

製造業 8 2 1 11
73％ 18％ 9％ 100％

卸売業 1 0 3 4
25％ 0％ 75％ 100％

理美容業 2 4 1 7
29％ 57％ 14％ 100％

運輸業 4 0 1 5
80％ 0％ 20％ 100％

その他 18 5 8 31
58％ 16％ 26％ 100％

小計 98 52 33 183
54％ 28％ 18％ 100％

⑶生産性向上・省力化について
①業種別の生産性向上・省力化の取組
　生産性向上や省力化に積極的に取り組んでいる業種では、運輸業が80％で最多でし
た。次いで、製造業が73％でした。取り組んでいる割合が少ない業種は理美容業が
57％、小売業が46％でした。
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②昨年度対比売上高と生産性向上等の取組状況
　昨年度対比売上高別の生産性向上等の取組では、最も対策を行った層は昨年度対比売上
高70％の事業者で73％が取り組みを行っていました。次いで、昨年度対比売上高100％
以上の事業者で64％が生産性向上などの取り組みを行っていました。一方で、最も取り
組みが少なかった層は昨年度対比売上高60％の事業者で60％が取り組みを実施しません
でした。次いで、昨年度対比売上高50％以下のうちの44％が取り組みを行っていません
でした。

売上減少と生産性向上の取組
Q ６ 生産性向上・省力化の取組

実施している 実施していない わからない 小　計

Q ３
昨年対比売上高

100％以上 58 22 11 91
64％ 24％ 12％ 100％

90％ 14 14 9 37
38％ 38％ 24 100％

80％ 13 7 3 23
57％ 30％ 13％ 100％

70％ 8 0 3 11
73％ 0％ 27％ 100％

60％ 1 3 1 5
20％ 60％ 20％ 100％

50％ 1 1 2 4
25％ 25％ 50％ 100％

50％以下 2 4 3 9
22％ 44％ 33％ 100％

小計 97 51 32 180
54％ 28％ 18％ 100％



23

⑷今後の取り組みについて
①業種別の予定している取り組み
　価格転嫁の実施予定が多い業種としては、理美容業が71％、製造業が67％、飲食・
宿泊業が58％でした。運転資金調達の予定が多い業種としては、運輸業が20％、サー
ビス業および建設業が12％でした。商品等の見直しの予定が多い業種としては、理美
容業が43％、飲食・宿泊業が42％、サービス業が30％でした。

業種と今後の取組

Q12 予定している取り組み

既 存
事 業
拡 大

新 事 業
へ の
転 換

新 規 設
備 投 資

展 示 会
等 へ の
出 展

B C P
作 成

資 金
調 達

（ 運 転
資 金 ）

価 格
転 嫁

商 品
等 の
見 直 し

事 業
撤 退 そ の 他 な し 標 本 数

Q ２
主 た る
業 種

サービス業
（娯楽含む）

20 8 10 2 0 6 15 15 3 1 5 50
40％ 16％ 20％ 4％ 0％ 12％ 30％ 30％ 6％ 2％ 10％ 100％

建 設 業 15 2 4 0 1 4 12 1 1 3 4 34
44％ 6％ 12％ 0％ 3％ 12％ 35％ 3％ 3％ 9％ 12％ 100％

小 売 業 13 3 2 4 0 1 6 6 3 0 6 27
48％ 11％ 7％ 15％ 0％ 4％ 22％ 22％ 11％ 0％ 22％ 100％

飲 食 ・
宿 泊 業

1 2 1 0 0 0 11 8 0 0 4 19
5％ 11％ 5％ 0％ 0％ 0％ 58％ 42％ 0％ 0％ 21％ 100％

製 造 業 3 1 7 1 1 0 8 2 0 0 2 12
25％ 8％ 58％ 8％ 8％ 0％ 67％ 17％ 0％ 0％ 17％ 100％

卸 売 業 1 1 0 0 0 0 2 1 0 0 0 4
25％ 25％ 0％ 0％ 0％ 0％ 50％ 25％ 0％ 0％ 0％ 100％

理 美 容 業 0 0 1 0 0 0 5 3 0 0 2 7
0％ 0％ 14％ 0％ 0％ 0％ 71％ 43％ 0％ 0％ 29％ 100％

運 輸 業 1 0 3 1 0 1 2 0 0 0 1 5
20％ 0％ 60％ 20％ 0％ 20％ 40％ 0％ 0％ 0％ 20％ 100％

そ の 他 17 2 3 3 2 4 8 8 1 0 8 32
53％ 6％ 9％ 9％ 6％ 13％ 25％ 25％ 3％ 0％ 25％ 100％

小 計 71 19 31 11 4 16 69 44 8 4 32 190
37％ 10％ 16％ 6％ 2％ 8％ 36％ 23％ 4％ 2％ 17％ 100％
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調査結果の総評

⑴アンケート総評
①売上高の増減について
　今年度の調査結果では、昨年度対比売上高が100％以上であった事業者の割合は50％で
した。昨年度の調査結果から４ポイント増加しました。100％以上および90％の割合は
71％と、昨年度の70％とほぼ同様の結果でした。値上げを実施した事業者や予定してい
た事業者が多かったことから、売上増加の要因の一つとして販売価格の値上げが考えられ
ます。
　業種別では、運輸業が好調であることが顕著でした。事業規模別では、従業員数が多い
事業者は売上高が増加傾向にあることがわかりました。その一方で、10人以下の事業者
では昨年度対比売上高が50％以下になったとの回答が一定数ありました。

②人材不足の影響について
　人材不足の影響があったと回答した事業者の割合は45％でした。昨年度の調査結果か
ら３ポイント増加しました。人材不足の影響は少しずつ増加していることが窺えます。業
種別では、昨年度の調査と同様に運輸業が人材不足の影響を大きく受けました。EC 利用
の増加や法改正などの影響によるドライバー不足に加えて、売上高が増加傾向であること
に対して人材の確保が追い付いていないことが考えられます。人材不足の影響が少ない業
種は理美容業でした。理美容業界は専門学校への入学者数が減少していることから、若手
人材の絶対数が不足している問題に直面しています。これにより、アシスタントの若手人
材の採用を行わずに、スタイリストと呼ばれるベテラン従業員がシャンプーからカットま
での全ての工程を一人で担当する流れに移行しつつあります。そのため、既存従業員でサー
ビスオペレーションを回すことが可能となっていると考えられます。
　人材不足の対策では、人材募集や採用などに取り組む事業者が多い結果でした。政府が
主導している賃上げに対する回答は、昨年度の調査結果から３ポイント増加しました。一
方で、アウトソーシング（外注化）の回答は、昨年度の調査結果９％から28％と19ポイ
ント増加しました。人事の業務フローとしては、採用→配置→育成→評価→報酬の流れが
一般的ですが、中小企業においては採用工程がボトルネック（実施に時間がかかる、実現
性が低い）工程になってしまうケースがあります。このような場合では、内製化に拘らず
に外注した方がコストをかけずに事業を実施できることがあります。人材不足が発生して
いる場合には、必要に応じて外注を行うことも対策の１つになると考えられます。

③生産性向上・省力化の取組について
　生産性向上および省力化の対策を実施している企業の割合は約半数でした。業種別では、
運輸業や製造業が多い傾向でした。運輸業では、売上増加、人材不足、といった要因があ
るため、生産性向上などの対策が待った無しの状況になっていることが推察されます。製

４
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造業では業界特性として、「５S」と呼ばれるムリやムダの削減が日常的に行われている
ことから、生産性向上が習慣化されていることが考えられます。また、売上高の減少比率
が少ない事業者では、より生産性向上などの取り組みを行っている傾向が見受けられまし
た。売上減少の要因が生産性向上の取組を実施していないことと断言することはできませ
んが、相関関係があることは興味深い調査結果でした。
　生産性向上など対策の内容は、ムリ・ムダ、業務効率化などの取り組みを行った事業者
が多い結果でした。また、設備投資や IT化などの初期投資を要する回答が多く見受けら
れました。IT化については、文書の電子化や打合せのオンライン化など、比較的に取り組
みやすい対策では新たなコストをかけずに取り組むことが可能です。IT化という言葉から
大規模なシステムの導入をイメージされることがありますが、中小企業の IT化の取組は
実施容易性を判断基準に意思決定することがおすすめです。

④今後の取り組みについて
　今後の予定している取り組みでは、既存事業の拡大や価格転嫁という回答が多い結果で
した。価格転嫁については、エネルギー価格高騰や賃上げなどの環境変化などの要因があ
ることが考えられます。加えて、ここ数年は値上げが許容されやすい傾向に変化している
ことが価格転嫁に対する動機づけを高めていると考えられます。また、新規設備投資を予
定している事業の割合は昨年度の10％から４ポイント増加しました。期待する支援策に
おける回答では、補助金の利活用に対する回答も多い結果でした。補助金の利活用は一時
的にキャッシュフローを悪化させる可能性がありますので、活用には注意が必要です。
　全体における回答率は高くありませんでしたが、BCP（災害発生時における事業計画）
作成は製造業と建設業からの回答がありました。取引先が大手企業である場合は、自然災
害発生時の対策などを細かく決めているため、取引先に対しても同様の対策を求める傾向
があります。災害発生時の計画はどの業種でも必要であると考えますが、取引先から要望
がある事業者においては、取り組みの優先順位を高めると良いと考えます。
　
　経営資源の中でもヒト、カネに関する経営相談は常に多く発生します。近年は特に人材
に関する相談が増加していますが、その多くは採用手法に関する相談です。しかし、育成
や評価などの入社した後の取り組みを整えることが、地道ではありますが人材確保では近
道になると言えます。また、近年は値上げなどの販売価格見直しに対する抵抗感は少なく
なっていますが、取引先の納得性が低い値上げは顧客離反につながるリスクがあります。
販売価格見直しでは、実施までの計画策定と顧客に対する真摯な対応が必須であると考え
られます。
　経営課題に対する打ち手は無数に存在しますが、自社が置かれた状況を丁寧に分析し、
優先順位をつけながら取り組みを行うことが重要です。判断に迷うケースがありましたら、
商工会議所など公的機関、専門家などの知見を活用しながら持続的な経営を行っていきま
しょう。
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　当所では、管内事業所の景況感や取組内容等を把握し、効果的な施策の立案に活用する
ことを目的として、全会員を対象としたアンケート調査を実施致します。

Q１．従業員
□① 5 人以下　　　 □②６人～10人　　□③11人～20人
□④21人～30人　　□⑤31人以上

Q２．主たる業種
□①サービス業（娯楽含む）　　　　　 □②建設業　　　□③小売業
□④飲食・宿泊業　　□⑤製造業　　　□⑥卸売業　　　□⑦理美容業
□⑧運輸業　　　　　□⑨その他（　　　　　　　　　　）

Q３．2024年下半期（7月～12月）の売上高（2023年下半期と比較）
□①100％以上　　□②90％　　□③80％　　□④70％　　□⑤60％
□⑥50％　　　　 □⑦50％以下

Q４．人材不足の影響
□①ある　　　□②ない　□③わからない
 （Q ５へ）                       （Q ６へ）

Q５．Q４で「①ある」と回答した方は、どのような対策をしましたか？（複数回答）
□①正社員を採用した（正社員と非正規社員両方を採用した）
□②非正規社員を採用した　　□③人材募集中　
□④従業員への賃上げ（定期昇給、ベースアップ、一時金など）
□⑤柔軟な働き方の導入（リモートワーク、フレックス等）
□⑥教育制度の充実化　　　　□⑦アウトソーシング（外注）
□⑧評価制度の見直し　　　　□⑨対策できていない
□⑩その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q６．生産性向上・省力化の取組について
□①実施している　　　□②実施していない　□③わからない
 　　（Q ７へ）                     　　　    （Q ８へ）

アンケートフォーマット５
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Q７．Q６で「①実施している」と回答した方は、どのような取組をしましたか？（複数回答）
□①ムリ・ムダの削減（５Ｓ：整理・整頓・清掃・清潔・躾）
□②業務の効率化・見直し・標準化（マニュアル整備等）
□③人員配置の変更　　　　　　　　　　□④サービスオペレーションの見直し
□⑤業務のアウトソーシング（外注化）　　□⑥省力化・省人化の設備投資
□⑦システム導入等のＩＴ化　　　　　　□⑧その他（　　　　　　　　　　　　）

Q８．事業承継について
□①取り組み中　□②取り組む予定　　□③事業承継しない　□④検討していない　
　　　　  　 （Q ９へ）                      　　　　　　　　 （Q10 へ）

Q９．Q８で「①取り組み中」「②取り組む予定」と回答した方は、どのような状況でしょ
　　　うか？（複数回答）

□①後継者候補がいて、本人から引き継ぐことの了承を得ている
□②後継者候補がいるが、本人から引き継ぐことの了承を得ていない
□③ M ＆ A で事業承継を検討している（進めている）
□④事業承継を予定しており、専門家に相談している
□⑤事業承継を予定しているが、まだ取り組めていない

事業承継の相談を専門家と共に対応していますので、希望者は右ＱＲ
コードよりお申込みください。

Q10．Q８で「③事業承継しない」「④検討していない」と回答した方は、理由をお教え
　　　ください（複数回答）

□①まだ事業承継の段階にない（経営者が若いなど）
□②事業承継の進め方がわからない
□③事業承継したいが、候補者が見つけられない
□④ご自身の代で廃業することを決めている

Q11．経営に関する相談をどこ（誰）にしましたか？（複数回答）
□①税理士・会計士　　　□②中小企業診断士　　　□③民間コンサル
□④社労士　　　　　　　□⑤弁護士　　　　　　　□⑥金融機関
□⑦市役所　　　　　　　□⑧商工会議所
□⑨その他公的機関（　　　　　　　　　　）　　　 □⑩相談していない
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Q12．2025年の１年間で、事業に関して今後予定している取り組みはありますか？
　　　（複数回答）

□①既存事業の拡大　　　　　　　　　　□②新たな事業への業態転換
□③新規設備投資　　　　　　　　　　　□④商談会や展示会への出展
□⑤ BCP（事業継続力強化計画）作成　  □⑥資金調達による資金繰りの改善
□⑦値上げ・価格転嫁　　　　　　　　　□⑧商品・サービスの提供方法見直し
□⑨事業の撤退（一部含む）　　　　　　　□⑩その他（　　　　　　　　　　　　）
□⑪なし

Q13．商工会議所に期待する支援はありますか？（複数回答）
□①情報提供　　　　□②記帳相談　　　　　□③税務相談　　　　□④金融支援
□⑤労働保険関連　　□⑥セミナーの実施　　□⑦専門家の紹介
□⑧補助金申請の支援
　（□小規模事業者持続化補助金　□ものづくり補助金　□ IT 導入補助金
　 □省力化投資補助金）
□⑨事業承継支援　□⑩事業計画策定支援
□⑪マッチング支援（□同業種　□異業種　□産学官連携　□農商工連携）
□⑫商談会・展示会等への出展支援　　　　　□⑬視察研修
□⑭その他（　　　　　　　　　　　　　）　 □⑮なし

Q14．八千代商工会議所　発行ビジネスノート
□①活用している　□②活用していない

Q15．その他、ご意見がありましたらご記入下さい。
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